
 

 

日時：９月４日（木）14:00～16:30 

場所：安芸広域メルトセンター２階会議室 

                       

１ 議事等 

（１）産業振興計画関連 年間スケジュールについて 

    H26年度のスケジュールを説明 

 

 （２）地域アクションプランについて  

   １）第２期安芸地域アクションプランの進捗状況等について 

     ・上半期の進捗状況等について説明 

   ２）修正・追加等の案件について 

     ・修正２件について説明 

       No.14地域食材を活かした奈半利町の特産品づくりの推進 

       No.21安芸地域の観光振興の推進～東部地域博覧会の開催～ 

     ・案について了承された 

 

 （３）産業成長戦略について   

 １）地域観光について説明 

   ２）移住促進の取り組みについて説明 

 

２ 意見交換 

＜産業振興計画関連 年間スケジュールについて＞ 

特になし 

 

＜地域アクションプランについて＞  

特になし 

 

＜産業成長戦略について＞   

 ・移住についての、安芸地域の実績はどうなっているのか。 

  →平成 24年度は 15組（県全体では 121組）、平成 25年度は 23組（県全体では 270

組）となっているが、これは、県の相談窓口（移住・交流コンシェルジュ）や市

町村の相談窓口を通じて移住された実績であり、実際はもっとたくさんの方が移

住されていると思う。 

  

 ・移住した方の年齢区分と移住の目的はどうなっているのか。また、移住希望者が利

用するための空き屋の修繕に対する県の補助制度はないか。 

  →（安芸地区のみではなく、高知県に移住をした方のうち）県の移住相談窓口を通

じて移住された方のみの実績になるが、年齢構成は 20代が 17％、30代が 35％、

40代が 27％となっている。移住の目的とは少し違うが、われわれに相談された

内容で見ると、一番多いのが仕事に関する相談、次が住居に関する相談となって

おり、生活環境の良さを求めて移住をしておられるのではないかと思っている。    

空き屋の修繕については、県単独事業で 1／2補助があるが、これは、市町村に

対する間接補助となっているので、市町村でも補助制度を構えていただかないと、
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県は補助ができない。 

  

 ・室戸市では、3 年ぐらい前から非常勤職員として移住相談員を置いている。また、

使われなくなった教員住宅などを改修してお試し住宅を増やしてきて、現在、3 カ

所目を整備している。3年間で、17世帯、27人の方々に移住していただいた。第一

線をいったん引かれた方や備長炭をやりたいという若い方などがおられる。 

    

 ・田野町の場合は、10年ぐらい前から空き家対策に取り組んでいて、今取り組んでい

るのは県の住宅課から話があったいわゆる国が半分、残りの半分を県費と本人、本

人が払う分を町が過疎債を充て、本人負担ゼロで改修できる。過疎債の償還期間（12

年間）は、本人が町に対して住宅の管理をすべて任せるというもので、平成 26年度

中には 5軒を計画している。移住された方は、平成 25年度は 6世帯 9人、平成 26

年度に 2世帯 6名の合計 8世帯 15名となっている。また、これらの方は製塩も含め

てほとんどの方が第一次産業をやりたいということで来られている。 

 

・高知市地域のシカ料理、物部川流域のシャモ肉・シャモ鍋の状況と課題を教えてほ

しい。 

 →ジビエ料理の専門店が今年の 8月に大橋通商店街の一本西側にオープンして、す

こぶる評判が良い。ここのシカ肉は、北川村のものを使っている。鳥獣対策とい

う面でも、人間が食べるということだけでなくペットフードなどへの利用も含め

て、県庁内でも議論が行われている。近々、厚生労働省から解体に関するガイド

ラインが示されるようなので、それを踏まえて、東部地域でも具体的な検討をし

たいと思っている。物部川流域のシャモ肉・シャモ鍋については、シャモ鍋で地

域おこしということでシャモ研究会というところがシャモを育ててシャモを商品

化している。生産量、取扱量とも増えていると聞いている。課題は、一般論で言

わせてもらうと、生産性（大量生産、大量飼育ができるのか）、競合商品と比べた

時の価格の割高さというのが 1つの大きな壁である。 

  

・幡多広域の担当の方に、四万十川の体験プログラムであるカヤックについて、指導

者養成のプログラムを作って、その指導者を派遣するという事業を始めたとお聞き

した。東洋町・室戸市でもマリンレジャーが大変盛んであるが、幡多広域のような

取り組みができないか。 

 →東部地域でもそういう取り組みを進めていければよいとは思うが、まだ正式にそ

れをやるというふうな状況にはなっていないので、養成できるかどうか、どこが

どういうふうにやっていくか等、また相談をさせていただきたい。 

 

 

 

 

■お問い合わせ先 

 高知県産業振興推進部計画推進課（地域産業担当） 

  電 話 ０８８－８２３－９３３４ 

  ＦＡＸ ０８８－８２３－９２５５ 

  メール 120801@ken.pref.kochi.lg.jp 


